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県教育行iBZ吋策の概要（｢阪神・淡路大震災一兵庫県の１年の記録」から）

この庇の大震災は、被災１１§民の生活ｊＩ鞘３

はもとより、教育基盤を大きく揺り動かす

ものであり、被災児厳生徒の教行の確保や、

保縦者の経済的負担の軽減への配腫などが

大きな鍋辿となった。

まず、公立学校関係では、児瓶ﾉk徒や家

族の被災、校舎の損壊、交通機関の途絶．

遮断などで休校描磁を余儀なくされる中、

生徒．教職員の通学・通勤対策の検討を行

う一方、避難所となった学校では、教職員

等が避雌音の救援に奔走するとともに、早

期の授堆再開や仮I没校舎の識獄などの緊急

課題に対処した。学校での被災荷の受入れ

については夏休み中の解消が望まれたが、

11月30ｎ現在、２１校に219名の方の生活が続

いている。

また、多くの児竜生徒が、家雌拙壌など

の被'灘のため、県内外への避雌を余儀なく

されたり、生活の堆雛をなくしたことから、

緊急避雌的な'伝校や教科‘IF等の学用品の給

与、授業料等の免除など、経済的な支援を

はじめとする緒施策を実施した。さらに、

間近に迫った尚等学校入学者の選抜につい

て、日縄変更などを行った。

加えて、被災者の教育相談に対処するた

めの体制整備を凶ったほか、獲災により大

きな心理的ショックを受けた児賦生徒に対

する心のケア副喋を実施した。

漣災による児童′k徒のj伝出は、ピーク時

には26,000人に進したが、これは一時的な避

雌のためであって、近い将来相111数が灰っ

てくることが予想され、また、被災地にい

る子供たちの心のケアや災害からの数行復

興への取組が必要となるため、教職典定数

と学級細制について弾力的な措髄を紙じる

こととした。呉体には、いわゆる標堆法に

より同で描価される教職典定数について、

鯉災がなかったものとして算定した定数の

確保をIIilに強く働きかけ、平成７年度の学

級編制については、年度内に限ると兄込ま

れる児載龍徒の激を加えて編制し、年度内

の学級細制枠えを避けることとした。なお、

こうした推計にあたっては、サンプル調在

により、県内外へ1膳出した児i,if生徒数のう

ち約８割が限ってくると見込んだ。

その後、学校では被災姓{物の撤去と復ⅡＩ

が空前の規模と体制で進行中である。ただ

復旧のみをII指すのではなく、この災飯な

経験を生かす方向での取組も始められ、復

興につながる努力が具体化しはじめている。

一方、私立学校については、教科,Iド等‘γ：

用品の無偵給与や授業料・入学料の椛減拙

諏への支援を行うとともに、私立学校の､１１

面の迎権資金を確保するため各種補助金の

交付時期を早める等の描慨を識じた。

また、文部省に対して①激,磐災‘１１池1ﾉ,iz袖

助の私立学校に対する復旧.〕多節の確保とlklIi

助率のかさ上げ②補助対象校の螺修学校・

各種学校への拡大③応急仮投校舎建設斑の

補助対象化④私立学校への授業料癖軽減排

樋に対する財政援助喫望を行い、併せて１１

本私学振興財剛への喫望も行った。

さらに、被災した私立学校に対し、教育

用備品等の復旧に要する経没について経常

澱補助等の上乗せ助成を行うこととした。

加えて、mやりi↓のりf業を袖先するため、

財Ｍ法人阪神・淡路大鰹災似典推金による

私立学校仮設校合柿助、私立学校似典支援

利ｆ補給、私立Wi修学校・外国人学校授業

料呼椛減#11i助呼を刺殺した。

なお、私立学i佼においても、施設復111に

伴う１１;ll1i鮒Ｉｉ助の現地綱査が３月から文部省

により実施された。

（１）児童生徒、教育施設等の被害状況

ア児苛牛徒等の死亡者の状況

この腰の大震災で稚牲となった児逓堆徒

群の死荷激は、令雌で481人で、学校別では

以ドのとおりである。

小学校児fifの死亡者放は、リｌいく合計で

165人〔内訳：神戸Ili立108人、阪神地域５０

人（WEi宮市立35人、輝雄Iii立12人、ＩＪＩ･丹市

立１人、宝塚市倣２人)、淡路地域４人、

私学３人〕ｏ

ｌｒＩ'学.校生徒の死亡者数は、リ１４下合計で

８５人〔内訳：神戸市立47人、阪神地域３１

人(1)Ii宮I怖立20人、渋腿市虻７人、宝塚Ilf

立4人)、淡賂地域３人、私'､拶４人〕・

高呼学校生徒の死亡行数は、県ド合I汁

で65人〔内訳：神戸市立17人、県立24人、

私学型人〕・

盲・鯉・鍵謹学校生徒の死亡者数は、

雌「合‘}|･で.１人〔lﾉ11沢：神ﾉfIlrｳ:３人、

県１ｋ１人〕・

幼稚剛児の死亡者激は、眼下合,11.で３８

人〔内訳：神戸Iif立４人、阪神地域で４

人（西宮市立１人、声騰市立３人)、私学

３０人〕。

嘩修・各弧学.佼生徒の死亡者数は、L↓

下合計で14人‘，

大学・短大学′kの死亡昔激は、県下合
計で110人。

イ学校教職員の死亡者の状況

この度の大謹災は、教職貝にも多くの様

牲音を出し、死亡:行数は全県で40人となっ

ている。学校別の死亡･詩数（ﾘ,!:下合計）は、

以下のとおりである。

小学校教職員11人〔内訳：神ﾉ了市立７人、

阪神地域２人（西宮市立、茂屋I|『立）淡

路地域２人〕。

Ｉ|'学校教職員３人〔内訳：神戸市立２人、

阪神地域１人（西寓市立)〕。

商呼学校教職典‘1人〔内I沢：以立３人、

西汽市立１人〕。ｉ帝・鯉・選池学校教典１

人（神戸市立)。

幼碓|刈教l職興.1人〔1人１１沢：沖ﾉｆ１ｌｎＩ/:１人

阪神地域１人（,''『雌lli,ﾘﾉ:)、私'､)::２人〕画

哩修・仔祁学校教職貝６人。

大学・短大教職貝11人。

ウ学校施設の被害状況

県立学校17ki校ｉｌ１、152校に被害があり、う

ち改築が必要な学校は７校あった。

IliIIIl政‘γ:校1,835校!|'、２１IIi481IlIの944校に

被'０１fがあり、うち大脱棋な被'‘幣校は69校で

あった。

私学では、小・中・商等学校で49法人、

幼稚園210剛、専修・各菰学校で157校（外国

人学校１６校を含む)、大学・短大で44佼に被

審が出た。このうち、全峻を含む大脱挑被

滞を受けた学校は、小・巾・耐校８法人、

幼稚園16脚、呼修・名極学校19校（外LIiI人

学校２校を含む)、大学・短大９校のIIl52法

人・校であった。

さらに、211181:I以降の調査により改築

が必要となった学校は、県立学校では４校

増の11校に、またIlf町立学校では大脱桃被

.'‘if校69校のうち43校が改築と､ドﾘ定された｡

なお、危険な校脅については、早忽に取

り壊しが行われた‘，

エ社会教育施設の被害状況

喋立施設では、近代炎術館（神戸市)、図

,if館（Iﾘ1石市)、人と''1然の博物館（三田市)、

歴史博物館（姫路市)、州野台生涯数行セン

ター（祉町）で被害があったものの閉館は

近代災術餓（２階部分藩ドの危険）のみで

あった．

Ili町立施股では、公腿館122､図１１ド館24、博

物館等20、lIf年教行施,没５、少年教fr施股

‘l、婦人教育施設１、視聴光教育施股３、

その他１の111.180施i没に披くi1fがあった。

オ社会体育施設の被害状況

県立施設では、文化体育館（神戸市)、海

洋体行館（芦雌I|了)、総合体育館（西樹市)、

'j道場（明ｲｧ市）に被瞥があった。建物の

被害が比較的怪かつた総合体ff館は平常業

務を続けたが、他の３施設は礎災111K後から

休館した。平成６年度中に応急復旧エリfを

実施した海洋体育館と袖修復I｢I工'1Fを実施

した'３逆場は、４ノlから業務を再開した。

文化体育館は、スポーツ館が半壊して使川

不能となり、本館もアリーナに大きな樋脇

を受けたため業務を休止している。なお、

海洋体脊館は、‘獲岸、艇磁場、陸揚げスロ

ープに隆起、陥没等大きな被郷を受けてお

り、本格復'11には至っていない。

市町立施投では、体が館46、通勤場10、

球.技賜７、テニスコート１０、プール９、武

逝場４の‘汁86施i没に椎‘１１Fがあった。

力文化財の被害状況

凶指定の文化財（546件）では、坐造物29、

美術に芸品７、腿俗文化財ｌ、史跡７、亜

要伝統的坐進物僻保存地区１（34棟）の訓．

45件に被寄があった。菰な被響文化財とし

ては、旧神戸勝制地l-Ji稀館の壊滅をはじ

め111ハンター住'七、Ⅱlトーマス住宅、小林

家住宅（ⅡIシャープ住宅）の煙突落下、崖

根破狐などや旧111色家住宅、太山寺本蛾
(IIiI宝）等である。

県指定の文化財（717件）では、建造物“、



美術工芸品３、民俗文化財４，史跡２、

名勝１の計54件に被害があった。主な被害

文化財としては、山邑家住宅主屋、山邑

酒造酒蔵の倒壊や長遠寺庫裡、川向家住

宅、上谷上農村歌舞伎舞台、灘酒造用具

一式等である。

なお、被害が甚大であった県指定重要

文化財の山邑家住宅、山邑酒造株式会社

酒蔵、旧辰馬喜十郎店・酒蔵の３件につ

いては､生き蝿め荷の緊恕救出などに伴い

滅失し､桁定を解除した。

（２）教育の応急対策

ア応急教育

①学校の休校措団

（県立高等学校）

１月18日以降、阪神地区の一部と比較的

被害の少なかった東播磨、淡路地区の高

等学校で、漸次授業を再開していった。

１月26日時点では、神戸・阪神地域の半

数近くの高等学校が休校であったため、

学校長を召集して緊急迎絡会を開催し、

具体的な授業再開の方法（分校方式、混

合授業方式、暫定的転校方式等）と授業

実施の方法（昼間２部授業、時差通学等）

の説明を行った。

その後、公共交通機関や水道・ガス等

の復旧に伴い、被害の大きかった学校で

も短縮授業や分校方式などの方法を採り

入れながら授業を再開していった。２月１０

日、湊川高校の授業再開により県立高等

学校の休校はなくなった。

（市町立学校）

１月18日以降、学校への避難者の受入れ

を優先しながら、東播癖、淡路両地域か

ら徐々に授業再開が進んだが、神戸市立

小・中学校は全校休校、阪神地域では、

西宮市、芦屋市の全校と他市の一部小．

中学校が休校していた。

，月30日時点では、芦屋市の全校と神戸′

市の109校､さらに西宮市の一部小・中学校

がまだ再開されていなかったが、他の市

では短縮授業を含めて再開していた。な

お、校舎の被害が大きい学校では、臨時

校舎の建築や周辺学校への分散等により

授業を再開した。

２月17日時点でも、神戸市の19小学校、

ｌ高等学校、３養護学校と西宮市の１養

謹学校が依然として休校であったが、２

月24日、全校で授業が再開されるにいたっ

た。

（県立盲・聾・養誕学校）

校舎の楓壊やライフラインの寸断で授

業が実施できない状態になるとともに、

神戸・阪神地域では、家屋の倒壊などに

より、避難を余雛なくされる児童生徒も

あった。

このため、神戸・阪神地域の県立盲・

聾．養護学校９校は、数日間の休校や短

縮授業を行ったが、校舎の損域状況が授

業に支障をきたす程のものでないことが

判明するに伴い、１月30日すべての県立

盲・鯉・養緬学校が授業を再開した。

．（県立大学）

大学施没そのものの被害は比絞的軽微

だったが、交通機関の寸断のため、休講

を余儀なくされた。その後、姫路短期大

学は１月19日、姫路工業大学は１月21日、

看護大学は１月24日に授業を再開したが、

神戸商科大学は、神戸市営地下鉄が不通

のため後期授業を打ち切り、定期試験に

代えて平常点等で単位認定を行った。

（私立学校）

学校の多くが神戸阪神地域に所在し、

交通機関の寸断等のため、謹災直後は被

災地の大部分の学校が休校したが、次第

に平常化に向かい、３月初めには、一部

の幼稚園を除き、授業を再開した。なお、

幼稚園ではもともと園児数が減少気味で

あったことに加えて震災の被害があった

ため７年度から休園となった園が４園あ

る。

（外国人学校）

県内18校のすべてが謹災により休校した

が、被害がわずかであった学校（４校）

が鍵災後３～４日後から再開し、その他

の学校（14校）も順次授業を再開した。

また、神戸中華同文学校､マリスト国際

学校､東神戸朝鮮初中級学校、カナディア

ン・アカデミーなどでは国籍を問わず避

難者を受け入れ、外国人県民と日本人県

民の交流が見られた。

さらに、外国人学校に対する支援とし

て、校舎の損壊等、災害復旧に係る事業

について国庫補助制度（袖助率ｌ／２）、

日本私学振興財団による長期低利融資制

度が創設されたほか、(財阪神・淡路大霞災

復興基金の蛎業として入学金の軽減、授

業料の減免に対する助成、教育用備品等

の復旧経費に対する助成、融資に対する

利子補給、応急仮設校舎建設費に対する

助成、非学校法人の施設復旧費補助が創

設された。

なお、県内のすべての外国人学校を構

成メンバーとする外国人学校協議会が、

７月26日に設立され、外国人学校への支援、

日本人との交流の促進による地域の国際

化を推進することとしている。

②転校手続 き

（県立商等学校等）

被災による転入学について可能な限り

弾力的に取り扱うこととし、各県立高等

学校長に対して、特段の配慮を行うよう

文宙で通知した。

また、私立高等学校の生徒の受入れに

ついても、カリキュラム等の問題がある

ものの可能な限り弾力的な取り扱いを行

うよう指導した。

（公立小・中学校）

倒壊や焼失等により自宅に住めなくな

った家庭が多く、また、校舎の損壊や教

室が避難所となり、授業再開の見込みが

立たない学校も多いことなどもあって、

震災直後から県内はもとより全国各地へ

転出する児童生徒が相次いだ。

そのような児童生徒の就学の機会を確

保するため、転入学の手続きを円滑に行

う必要があったが、「平成７年兵庫県南部

地震における被災地域の児童生徒等のI極

入学等について」（１月19日付）の文部省

通知により、全国の学校で、被災地域の

児童生徒が転入学を希望してきた場合、

可能な限り弾力的に取り扱い、速やかに

受け入れることが可能になった。

転出した児竃生徒は２万８千人（３月別

日現在累計）を超えたが、保護者や児童

生徒には、状況が改善されれば元の学校

に戻りたいという希望が強いことと、児

童生徒の安否確認や、被災状況の把握に

追われ、教師が転出に伴う事務を従来ど

おり処理することが困難となったため、

県教育委員会は文部省の指導を受け、２

月10日、「兵庫県南部地謹における被災地

域等の学校運営について」の通知を発し、

各市町教育委員会に指導要録、卒業証書

等の弾力的扱いの具体的方針を示した。

一方、被災地では、授業再開時に半数

以上の児童生徒が1版出しているなどの状

況もあって、平成７年度への対応に苦慮

した学校もあった。なお、転出者数はそ

の後落ち着きを見せ、９月１日現在9,977

人となっている。

（県立・盲・聾・養護学校）

震災直後から県内はもとより他府県へ

転出する児童生徒がでる中で、障害のあ

る生徒が障害児学校に就学した坦合には

就学奨励費が支給されること等を勘案し

て、原則として正式な転校手続きをとる

こととした。ただ、受入れ校や各家庭の

事悩を配腫しながら、小・中学校等の転

入手続きに準じて弾力的に取り扱えるこ

ととした。

２月17日には、一時的な転出入も含めて

児竃生徒の転出数は92名となった。

③教職員定数の確保

被災地の小・中学校における平成７年

度の学級編制については、当該年度中に

戻ってくるであろう転出者を加えた児童

生徒数で行うとともに、さらに災害を受

けて稲神的に不安定になった児童生徒の

心の理解とケアへの取組や防災教育の推

進など復興に向けた取組ができるよう担

当教員を配瞳した。平成８年度について

も同様の措瞳が継続できるよう国に対し

強く要望している。

④仮設校舎

被災県立学校のうち、改築が必要な学

校は７校９棟、大規模補修が必要な学校

は６校７棟、市町立学校では大規模な被

害を受けた学校が69校にのぼった。

これらの学校では、当分の間仮設校舎

で対応せざるを得ないが、震災復旧需要

による建築資材や施工業者の不足等のた

め、とりあえず普通教室と管理諸室の必

要な６校に限定して仮設校舎（普通教室

12α室・管理猪室20室）を建てることとし、

平成７年度には９校で特別教室等66室、実

習室６室を建築した。

県立兵庫高校のように、全校分の仮設

校舎を県立鈴蘭台西高校の第２グランド

に建設することとし、その建築期間は県

立鈴間台高校と県立神戸甲北高校を借用

しながら授業を再開したケースもある。

なお、兵庫高校では、６月５日に３年生

が、９月26日にｌ・２年生が本校に復帰す

ることとなった。

なお、現行制度では仮設校舎で国庫補

助の対象となるのは、本来校舎の建替え
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などの場合に限られているため、避難所に

なった学校における教育活動の確保のため

に、仮設校舎が建設された例はこれまでな

く、これらの場合にも補助対象とするよう

様々な機会をとらえ国に要望した。

市町立学校については、没置者である市

町において必要な仮設校舎の建築を行うこ

とになっており、２月17日現在７市１町の８６

校で建設が検討あるいは実施されていた。

また、２月18日以降の状況は次のとおり

である。

被災県立学校のうち、改築が必要な学校

が４校増え11校18棟に、大規模補修が必要

な学校が３校３棟に、市町立学校では、改

築が必要な学校が43校61棟、大規模補修が

必要な学校が26校にのぼり、仮設校舎につ

いては、県立学校で平成６年度中に７校で

建設し、平成７年度には11校で特別教室９０

室等を建設した。市町立学校については、

７市２町の89校で仮設校舎が建設された。

また、校舎の補修あるいは避難者により

授業の実施に支障が生じる場合に建築する

ときも国庫補助対象とされることになった。

１１月末現在、避難住民に係る仮設校舎に

ついては、ほぼ解消に向かっており大半は

撤去されつつある。

⑤避難場所となっている学校等の被災者

への対応と授業の確保

（県立高等学校）

避難所となっている県立高等学校では、

教職員が交代で学校に泊まり込み、被災者

の世括に当たった。多くの学校では、断水

のため、教職員などがプールの水を汲み上

げトイレに用いるとともに、仮設トイレの

設迩を災害対策本部へ要望し、１月22日に

県環境局より全国環境整鯛事業協同組合を

通じて、Ｉ順次設冠されることになった。ま

た、トイレに用いるプールの水の補給が必

要な学校に対しては、企業庁が給水車で補

給した。

避難者の数は徐々に増え、１月24日のピ

ーク時には12校、10,548人になったが、その

後漸減し、１月30日には8β81人となった。

各学校では、教職員が被災者の支援にあ

たる一方、授業の再開に努めたが、校舎の

損壊や交通機関の途絶などにより、１月３０

日までに授業が再開できた学校は４校であ

った。

また、生徒の中には、ボランティアとし

て被災者名簿の作成や救援物資の仕分け・

配布等を行った者も多く見られた。

特別教室の活用などによる授業場所の確

保、２部授業、あるいは分校方式と、各学

校の実情に合わせた授業再開に向けての取

組がなされ、さらに４校が２月２日までに

授業再開したが、避難者が教室を使用して

いる４校（御影、夢野台、兵庫、長田）で

は、授業の再開が遅れ、２月10日にようや

くすべての学校で授業を再開した。

その後も避難者は次第に減少していき、

被災１カ月後の２月17日には4,837人、３カ

月後の４月17日には2,302人、６カ月後の７

月17日には830人、現在（11月30日）は23人

となった。

（公立小・中学校等）

被災地域の小・中学校は災害発生と同時

に避難者の受入れを進め、ほとんどの学校

が避難所となり、避難者の救援活動を行い

ながら、授業再開に向けた取組を進めてい

った。（１月23日現在避難者数：371校に約１７

万人）

１月30日の時点で、芦屋市の全校と神戸

市の109校、さらに西宮市の一部小･中学校

がまだ再開されておらず、体育館をはじめ、

教室、特別教室等ほとんどの施設に避難者

が入っているため、授業再開の見通しの立

たない学校が多くあった。（１月30日現在避

難者数：345校に約15万人）

避難者数が減少してきた学校では、避難

者に教室から体育館等に移動願うなどして

授業再開に向けた教室確保を行った。２月

17日現在の避難者数は304校に約11万人。２

月24日には全校で授業を再開した。避難者

数は順次減少し、川西市では４月３日、伊

丹市では４月７日、尼崎市では５月15日、

宝塚市、芦屋市では５月22日、西宮市では

９月１日に学校における避難所は解消され

たが、神戸市では11月30日の時点で、２０の

小・中・高・養識学校に196名の避難者が生

活されている。

（県立盲・聾・養瞳学校）

震災直後から避難所になったのは県立

盲・養護学校の２校で、自校の生徒やその

家族、近隣の被災者を約250名受け入れた。

これらの学校では､体育館や特別教室での受

入れであったため、授業再開には大きな支

障はなかった。また、運営にあたっては地

元自治会や保護者が中心になっていただき、

教職員の負担軽減が図られた。

（社会教育施設等）

被災直後から、住民に公民館・図宙館等

の社会教育施設や体育館などの社会体育施

設を避難場所として提供するとともに、施

設職員が被災住民の生活相談に応じたり、

生活物資の配送に従事した。特に、公民館

等では被災した児蔽生徒に学習場所として

施設を夜間開放するなどの対応も行った。

⑥県立盲・聾・養腫学校児童生徒緊急避難

対策

霞災で家屋を失った児童生徒に対して、

寄宿舎への緊急避難的な入所を受け入れる

べく１月24日から検討を始め、神戸・阪神

地域の関係県立盲・邸・養識学校長あて通

知して希望者の把握に努めたが、結果とし

ては、家族の元で一緒に暮らしたいという

希望が強く入所者はいなかった。

⑦県立高等学校生徒の通学対策

公共交通機関の途絶等により通学が困難

になった生徒に対して、臨時スクールバス

の運行を検肘した。神戸･阪神地域の県立高

等学校55校で、必要台数が365台との試算も

行ったが、１月20日、バスの手配や道路状

況等により、実施困難と判断した。〔なお、

県立兵庫高校の場合、４月以降は、県立鈴

蘭台西高校に設置した仮設校舎で授業を行

うこととしたため、新たに通学費用の負担

が必要となる生徒に対して、通学定期券を

給付することとした。定期券の給付は３年

生は６月４日まで、１．２年生は９月25日

まで行い、それぞれ本校への復帰に伴い終

了した｡〕

③県立高等学校教職員の通勤対策

１月19日の出勤状況は60％前後であり、

通勤バスの配車の対策も考慮したが、その

後、教職員一人ひとりの努力の結果、１月

27日では80％、さらに２月５日には97％の出

勤が確保された。

⑨避難住民の多い県立学校への県立学校

教職員の派避

避難場所となっている県立学校は、御影、

神戸、夢野台、兵庫、神戸北、長田、星陵、

舞子、兵庫工業、西宮、芦屋、武庫工業、

伊丹西の各高校、盲学校及び神戸養護学校

の15校で、避難者数は最も多いときには

１０，０００人を超えており、当初から当該校の教

職員が献身的に避難住民の世話を行ってき

た。

県教育委員会としては、住民の避難生活

が長引くと判断し、教職員の支援対策とし

て、近隣の県立学校の教職員から活動支援

従取者を募り、１月22日から特に支援の必

要な御影、兵庫、長田、星陵、芦屋、夢野

台、兵庫工業の県立７校に合わせて30～４０

名を連日派週した。また、事務室への事務

補助として、御影、兵庫、長田、夢野台の

４校に事務長会、事務職員協会の支援を得

て２月４日から各校２名を派過した。派遮は

７月７日まで実施し延べ1,712名となった。

一方、他県からの支援の申し出も相次ぎ、

和歌山県、広島県、滋賀県、三重県から延

べ１回139名（１月31日～６月３日）の派過を

受けた。

⑩私立学校等への応急支援

１月18日から、各学校へ麺話等により被

害状況の確浬を行うとともに、私立学校の

災害復旧の支援方策の検討に入った。

激甚災害法の補助対象となる私立学校は、

学校教育法の第１条校（幼稚園から大学）

だけであり、専修学校や各種学校（外国人

学校を含む）は対象となっておらず、また、

補助率も予算の範囲内で２分の１となって

いることから、文部省に対して激甚災害国

庫補助の私立学校に対する復旧予算の確保

と補助率のかさ上げ、補助対象校の専修学

校・各種学校への拡大などを要望すること

とし、１月23日に来県した文部省鯛査団に

提出した。

また、学校の当面の運転資金を確保する

ため、３月末交付の経常調補助金のかなり

の部分を２月末に前倒し交付することとし、

幼稚園設備教材費補助金等も従来より交付

時期を早めた。同様に７年度においても経

常費補助の前倒し交付を行った。

さらに、被災した高校生の喪失教科書の

給与に要する経費や被災した私立学校に係

る教育用備品等の復旧に要する経費につい

て、経常費補助等の上乗せ助成を行うこと

とした。

加えて、国庫制度や県単独実施措置を一

歩踏み出してきめ細かな支援を行うため、

財団法人阪神・淡路大震災復興基金により、

私立学校仮設校舎補助、私立学校復興支援

利子補給、私立専修学校・外国人学校施設

等災害復旧費補助、私立専修学校・外国人

学校教育活!肋復旧費補助を創設した。



被災者の受入れを確認している私立学校

は、１月下旬のピーク時で、小学校・中学

校・高等学校で12法人、受入数は約4,300人

であった。これ以外にも何圃かの幼稚園で

受入れを行っていた。

なお、公的施設への移動、仮設住宅への

入居等により、７月下旬にはこれらの被災

者の受入れはゼロとなった。

イ被災児竃生徒等への支援対策

①県立高等学校等の授業料等の免除

大震災にかかる被災住民の生活救援の一

環として、授業料、受講料の軽減措置の創

設と手続きの簡素化が課題となった。

このため、１月31日には、住居が全半壊、

全半焼、または主たる生計維持者の死亡、

失業等によって生活基盤を確保できなくな

った者を対象に授業料の免除措置を決定し、

手続きについても可能な限り簡素化を図り、

免除決定についても校長の判断で対処でき

ることとした。今回の免除制度の創設にあ

たっては、市立や私立の高等学校等と整合

性をとるため、市教育委員会や関係各部と

協搬した‘，（平成７年庇末まで措慨）

なお、マスコミ等への資料提供や教育関

係機関との諸会議等、あらゆる機会をとら

えて本制度の周知徹底を図った。

その結果、今回の措置による免除者数は

平成６年度8,042人、平成７年９月末現在で

11,961人となっている。

②日本育英会の奨学生への応急採用

被災により生活基盤を喪失し修学上支障

をきたす生徒の支援のため、１月18日、日

本育英会に対して奨学生の応急採用の実施

や出願手続きの際の便宜等について要望を

行った。日本育英会は、１月19日、り災生

徒を対象に奨学生の災害採用及び応急採用

を実施することとし、兵庫県支部から23日、

各高等学校長等に対して奨学生の募集を実

施し、544名が採用された。

日本育英会奨学生災害採用状況

蓋筆雲
③教科書等学用品の給与

（県立高等学校等）

１月24日から31日に教科書等学用品を必

要とする被災生徒数の調査を行い、無値で

給与したが、その経費については、文部、

厚生大臣に対する要望にもかかわらず、災

害救助法の適用にはならなかった。定時制

及び通信制生徒の教科密・学習笹の再給与

については、２月15日文部省から弾力的な

対応を図る旨の通知があり、国庫補助で措

置された。

（公立小・中学校）

１月18日、被災各市町から補給が必要な

教科書の概数の報告を求めたが、必要数の

正確な把握が困難な状況のため、避難者数

等の状況から推測し、小･中学校各学年5,000

人分の教科書確保を文部省及び県教科書特

約供給所に依頼した。

他市町へ緊急転学した児童生徒にも文部

省の指導に基づき、１月20日、各市町教育

委員会に教科書無倣給与の弾力的扱いを指

示し、速やかに給与できるよう措獄した。

その後、被災地域市町教育委員会の報告

を受け、１月23日、合計41,000人分の教科書

の補給を県教科密特約供給所に依頼した。

また、学校が再開され次第、教科櫓が速や

かに児翫生徒の手に届くよう、関係各市町

教育委員会へ指示した。１月23日より在庫

分の教科密補給が開始されたが、教科笹取

次店の被災や交通事怖のため、被災市町へ

の搬入に手間取り、２月５日に各市町教育

委員会への納入が完了した。

災害時の学用品の支給は、「災害救助法」

による給与となるため、「無償給与法」によ

る給与との仕分けに留意するとともに、他

市町に転出の場合においても適用できるよ

う、各市町教育委員会に対し手続き等を周

知徹底した。

なお、３月になっても児祇生徒の転入学

が予想されるため、文部省と協議し、教科

書の無恢給与の20日間の期間延長が認めら

れた。

（県立盲・聾・養譲弓劫交、私立学校及び国

立学校）

県立盲・聾・養護学校、私立学校及び国

立学校についても補給が必要な教科書の概

数の報告を求め、学校から報告があり次第、

供給できるよう県教科書特約供給所へ依頼

した。なお、県立盲・聾・捷護学校でこの

震災で新たに教科画等の学用品の補給が必

要とする学校はごく一部であったため、就

学奨励費で賎入するなど早急に対応した。

④高等学校入学者選抜への対応

平成７年度兵庫県公立高等学校入学者選抜日

程の変更

１月23日、交通途絶等の影響や私立高等

学校の入試日程の変更等を配慮して、平成

７年度兵庫県公立高等学校入学者選抜日程

を次のように変更した。

農業・水産に関する学科、専門学科……

２月３日→２月13日

英語科・コース、理数コース、単位制課

程（全日制）……２月17日→２月22日

一般入試の願書受付期間……２月21日

～23日→２月28日～３月２日

志願変更期間……２月25日～３月１日

→３月３日～５日

推薦入学の実施に係る臨時的措圃

２月３日及び２月17日の推煎入学の実施

について、日程を変更したほか、入学願書

の郵送による出願、検査開始時刻の繰下げ、

遅刻者に対する弾力的取扱い等を関係公立

高等学校長に通知した。

入学考査料の納入の猶予

２月９日、私立高等学校の入試日程の変

更に伴い、公立高等学校の出願最終日の前

日までに合格者発表のない県内の私立高等

学校への出願者に対して、県立高等学校へ

の出願時における入学考査料の納入を猶予

することとした。

学力検査等の実施に係る臨時的措冠

○通学区域外に避難している生徒で、

志願先高等学校での受検が困難となった者

に対して、県立鈴蘭台高校他25校と大阪府

立大手前高校の計27会場を指定して受検で

きることとした。志願変更終了の時点で大

阪会場を含め11会場39名の希望者があった。

また、校舎の損壊等のため５校が検査場所

を変更した。

○被災生徒は、避難先の通学区域の高

等学校を受検することができることとし、

合格した生徒は当該高等学校の生徒募集定

員の外数とした。これには22校と５総合選

抜学区、計52名の希望があった。また、被

災のため合格した高等学校に通学できない

場合は、当分の間、避難先の通学区域内の

希望する高等学校に通学できることとした。

○学力検査の開始時刻を１時間繰り下

げたほか、被災した生徒については、調査

醤に被災状況副申書を添付することができ

ることとし、合否判定にあたって被災した

生徒については、被災状況副申書を勘案し

て総合的に判定することとした。

○出願していたが被災により受検でき

なかった生徒や被災により出願できなかっ

た生徒について、特別検査を実施すること

としたが、結果的に出願者はなかった。

ウ被災した大学生への支援対策

①県立大学の授業料等の免除

学資負担者が亡くなったり住居が全半壊

又は全半焼したために授業料等の納付が困

難となった者については、２月１日、平成

７年度授業料や入学料の免除を決定した。

また、国立大学や他公立大学でも被災者

を対象とした授業料等の減免が実施された。

②県立大学の入試出願方法の変更等

神戸商科大学、姫路工業大学、及び県立

看謹大学では、姫路工業大学県立看護大学

では、２月１日必着の一般選抜出願を当日

の「消印有効」に変更したほか、麺話やフ

ァックスによる出願も認めた。

なお、姫路短期大学でも出願期限を１月

20日から２月１日に延長した。

また、神戸商科大学では、同大学の他に

大阪にも入試会場を設けることとし、また、

姫路工業大学理学部では、神戸から大阪に

入試会場を変更して受験者の利便を図った。

③大学入試の取扱い（県立大学特例入賦、

入学考査料の免除）

兵庫県南部地震で被災した受験生のため、

全国の国公立大学は通常日程に加え３月下

旬から４月上旬の間に特例的な入試を実施

することとした。

この入試では、当該大学を志願して受験

できなかった者だけを対象に実施する方式

(再試験）から、被災者で大学入試センター

試験を受験している者はすべて受験できる

方式（再募集）まで各種の方式があったが、

県立大学ではできるだけ幅広く救済できる

よう、後者の方式によって特例入試を行う

ことにし、また、原則として入学考査料は

免除することにした。

エ社会教育施設における被災児童生徒

への支援

各社会教育施設において、受験期を控え

た被災児童生徒たちに学習場所を提供した
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ほか、県立社会教育施設ではそれぞれの施

投が特色を生かして被災児竃峨徒への支援

に努めている。例えば県立図諏館において

は、所蔵しているフィルムを持って２月１９

日に県立夢野台高校、３月５日に淡路の一

宮町で映画会を開俄したり、日本図窃館協

会等に対して被災地に図宙の提供を呼びか

けた結果11万冊の提供があり、被災地に図

密を配本した。

また、県立婚野台生涯教育センターでは、

被災児讃生徒が一日も早く元気を取り戻す

よう、３月25日からユースセミナースプリ

ングスクール「がんばれひょうごっ子」

を開設し、スポーツ活動、創作活動を共に

楽しむ機会を提供した。

オ私立学校の児竃牛捷への支援等

地震の発生が中学入試又は高校入試の直

前であったため、各私学とも予定通り入試

を行うべきか判断を迫られることになった。

謹災の混乱のなか各私学とも相互の憎報交

換が行えず対応に苦慮していたため、県下

の私立中・高等学校の集まりである兵庫県

私立中学高等学校連合会において統一的に

検討するよう、県として要諭した。同連合

会は、１月25日に校長会を開営、被災地の

受験生にとって不利益にならないよう入試

期日を半月から１か月遅らせることを決定

した。

震災により教科書をなくした児童・生徒

に対して、義務教育である小中学校では公

私を問わず災害救助法が適用され国により

無値給与されるが、高等学校では国による

救済制度がなかったため、公立高校ととも

に私立高校に通う生徒についても、なくし

た教科密を学校が無倣給与した場合には要

した費用の全額を県が補助することとした。

さらに、２月20日に、学資負担者の死亡、

住宅の全・半壊等により授業料等の納付が

困難となった生徒に対して授業料等の軽減

を行った幼稚園から高等学校までと大学入

学資格付与の高等専修学校へは、授業料等

軽減特別対策として県が経常費補助等で支

援することを公表した。

その後、財団法人阪神・淡路大震災復興

基金で私立専修学校(大学入学資格付与の高

等専修学校を除く）と外国人学校に対しても

授業料等軽減補助を実施することとした。

力相談体制

①被災者電賭教育相談の開股

被災した児童・生徒や保護者の教育相談

に応じ、情報の提供や助言・指導を行うた

め、フリーダイヤルの電話相談窓口を開設

して指導主事が相談にあたることとした。

開設期間は、１月30日（月）から３月31日

(金)までの61日間とし、午前９時から午後

７時まで祝日・休日も休まず実施すること

とした。

開設当初は相談が殺到し、１週間を経過

したあたりから20件前後で推移している。

賑入学の相談が最も多く、はじめは避難先

への手続きの相談が多かったが、日が経つ

につれて元の学校への復帰のための相談が

多くなってきた。そのほか、転校に伴う児

童・生徒の不安に関する相談や授業料の減

免に関する相談が日が経つにつれ多くなっ

ている。１月30日から３月31日までに911件

の相談があった。

②被災児童生徒の心の理解とケア事業の

実施

このたびの兵庫県南部地震により、多く

の子どもたちが死傷者を目の当たりにした

り、自宅が倒製するなど、大きな梢神的シ

ョックを負っている。また、余鍵に対する

恐怖の中で厳しく困難な生活を余儀なくさ

れている。

このような子どもたちの心のケアに資す

るため、１月20日から児竜生徒の被災状況

(死者数、避難者数等）について聞き取り調

査を行うとともに、県立糟神保健センター

との緊密な連挽のもとに関係部局と協議調

整の上、対策を推進することとした。

２月２日、北海道教育大学藤森助教授夫

妻から北海道沖地震の体験をもとに作成さ

れた「危機介入ハンドブック｣、また３月２０

日には、日本小児糖神医学研究会から「災

害時のメンタルヘルス」の寄附を受け、心

の理解とケアについての参考資料の一つと

して各学校へ配布し、子どもたちへの心の

ケアについて格別の配慮を依頼した。

２月４日、文部省の配慮により日本医師

会（梢神科七者懇談会）から稲神科医の派

週が可能となったことから、２月20日から

３月24日まで、県下３か所（県教委事務局、

阪神教育蛎務所、神戸市教委噸務局）に糖

神科医を配瞳した相談窓口を設磁して、児

斎生徒、保識者、教職員を対象とした「災

害を受けた子どもたちの心の理解とケア事

業」（相談蛎業）を展開し、263件の相談に

対応した。

さらに、２月21日と23日に、被災地の学

校及び被災児童盤徒を受け入れた学校の校

長等を対象に、県下２会場で近畿大学教

授・花田雅恋氏、京都大学名誉教授・河合

隼雄氏を講師として「災害を受けた子ども

たちの心の理解とケア研修会」を開他した。

研修会は参加校数875校、1,310名で、参加者

は熱心に質問をするなど、この課題への関

心の強さと決意が感じられた。

平成７年度においては、５月から８月に

かけて、直接子どもたちに接する県下公立

学校教職員を対象に、県下７会場で研修会

を開雌し、「中期的に起こりうる子どもの心

身の変化とその対応」について、県立精神

保健福祉センター杉浦康夫所長他６名の専

門家の指導を受けるとともに、各学校にお

ける事例発表及び研究協議を通して、参加

者1,072名が児童生徒に対する心のケアに関

する指導力の向上を図った。

さらに、教職員が日常の子どもたちの心

のケアにあたるための指導資料を、専門家、

学校関係者の協力を得て作成すべく作業を

進めているところである。

③教職員のメンタルヘルスケア事業の実施

このたびの霊災において、避難者への救

援活動に加えて、学校教育活動の再開等に

向けての教職員の心労は計り知れないもの

があった。

教職員の心身の健康を保持咽進すること

は、単に教職員本人の問題にとどまらず、

教育上児童生徒等への影響からも重要であ

るため、７月から、「教職員のメンタルヘル

スケア班業」として、主に避難所となった

県立学校及び支援活動に派逝された教轍員

を対象に、輔神科医等の専門家を県下10校

に派過し、継続的な相談事業を展開してい

るところである。

キその他の支援車業

①文化財レスキュー

「文化財レスキュー卒業」を文化庁・東京

国立文化財研究所などの国関係機関及び文

化財・美術関係団体の協力により「阪神・

淡路大漢災被災文化財等救援委員会」を設

磁して実施した。この事業は、県内の社寺、

個人の住宅及び博物館・美術館・資料館等

の被災に伴う文化財等の廃棄・散逸を防止

することを目的とし、県内又は周辺府県の

博物館等施設において一時保管を行った。

救援の対象とする文化財は、絵画・彫

刻・書籍・考古資料・歴史資料など国・

県・市町指定文化財をはじめ、未指定の文

化財などとし、救援は、所有者からの要誠

により行い、その費用は無1ftとした。

救援班業について、マスコミ等を通じて

広く周知を図る一方、市町教育委員会、市

町史編纂室、歴史資料館、美術館等から被

災状況等の情報を得ることに努めた。

平成７年２月17日から４月27日まで70日間

にわたり事業を行った結果、救援依頼は３５

件あり、そのうち救援を実施したのは、半

壊したアトリエから救出した故中山岩太氏

の写真等をはじめ16件である。内訳は写真

１件（ダンボール箱40個、約500点)、有形民

俗文化財１件（ダンポール箱20個)、古文密

等７件（ダンポール箱53個以上)、仏像５件

(国・県・町指定の各１体を含む29体)、美

術館収蔵品２件（仏教美術品、近代絵両235

点）である。

参加した機関や団体は40以上、参加人員

は、博物館の学芸員、修復専門家を含むボ

ランティア等約600名以上にのぼった。

②図書レスキュー

阪神・淡路大震災に伴う家屋倒壊等によ

り貴重な図密、文献資料等が廃棄、散逸す

ることを防止するとともに、被災した図宙

等の有効利用を促進し、広く県民の利用に

供するために公立図翻館等への受入れを行

った。明治以降の貴重な図窃等(郷土資料や

専門香等）については県立図書館で、明治

以前の歴史的文献資料については県立歴史

博物館を窓口として、４月１日より５月２０

日まで受け付け、引取り作業を実施した。

その結果、神戸市・明石市・芦屋市・西

宮市から44件の問い合わせがあり、14,135冊

を引き取っている。図香の内容としては、

文学全集・美術全集が大半を占めたが、建

築関係の専門宙や短歌の個人歌集の貴璽な

ものもみられた。引取り図宙については、

台帳記載後、分野・内容、保存状態を調べ、

専門図惑については県立図衝館の蔵窃とし、

一般図密等については、市町立図掛館や公

民館図宙室の協力用図笹として活用してお

り、関係者からも高い評価を受けている。

(3)教育施設の復旧に向けた取組



（県立学校）

前述の被害状況に鑑み、１月21日に緊急

対策の実施について各学校長あてに通知し、

ガラス修理、給排水設備の改修など応急整

備を指示するとともに、被害の大きい学校

については建物の危険度調査を実施し、使

用禁止等の措置を行い、二次災害の防止に

努めた。

続いて、被害の大きい県立学校73校につ

いて早急に被災度調査を完了し、実施設計

に着手して１日も早い改修工事に取りかか

ることとした。なお、この調査にあたって

は他府県から５人の職員の応援派過を受け、

対処した。

４月１日以降も他府県から総勢13名の技

術職員の応援を受け、早期復旧に向け取り

組んでいるところである。

（市町立学校）

市町立学校については、各市町教育委員

会に電話連絡により、児童生徒の安全確保

を最優先に応急整蹄を実施するよう指導し

た。当初担当職員が人命救助等に従事し本

来の職務にほとんどつけない市町もあった

ことから、１月30日から２月３日にかけて

文部省や他府県の技術轍員37人の応援を受

け、７市町124校の応急危険度調査を行い二

次災害の防止に努めた。これらの調査を踏

まえて、７年度からの教室確保に必要な仮

設校舎等の建築計画を策定し、直ちに仮設

校舎の建築に着手した。

公立学校の災害復旧に係る文部省、大蔵

省の災害現地調査が３月６日から10月13日

にかけて行われ、合わせて早期復旧に向け

て工事が進められている。

（私立学校）

１月下旬から２月にかけて、学校側の要

謂により、文部省の技官が被災学校の危険

箇所を確認するため、約90校を調査した。

平成６年度予算の２次補正により、国は、

学校教育法ｌ条校に対して激甚災害国庫補

助の予算を確保する（補助率２分の１）と

ともに、学校法人が設瞳する専修学校及び

外国人学校に対し新たに国庫補助制度（補

助率２分の１）を則設することを決めた。

従来対象となっていなかった応忽仮設校舎

の建築費等も対象とされることとなり、復

旧に弾みがつくようになった。２月中旬に

は文部省の災害復旧事業事務処理説明会が

県下で開雌され、事業計画書の提出、文部

省の調査、補助金の交付申調、補助金の交

付決定、補助金の支払等と事務が進んでい

く。１１月末で文部省の現地調査が終了し、

大学も含め273校が国庫袖助申謂を行う見込

みである。

また、外国人学校を含む学校法人立私立

学校等に対して、日本私学振興財団による

災害復旧のための長期かつ低利の融資制度

が新設されたほか、運営資金についても従

前より長期かつ低利な融資が受けられるこ

ととなり、一部の学校では既に融資が実行

されている。

（社会教育施設）

被害状況の確認により、広範囲でしかも

甚大な被害が明らかになりつつあったこと

から、１月20日社会教育施設関係として国

あてに緊急要望事項をとりまとめた。その

内容は①激甚災害法の適用②県・市町の復

旧事業に関する負担の軽減③事務の簡素化

である。その後、国の取組の進展状況を踏

まえ、１月25日、国の現地対策本部を通じ

①激甚災害法にかかる補助率の引き上げ

②私立の社会教育関係施設（財団立の博物

館、体育館等）の激甚災害法の適用を要望

した結果、激甚災害法の適用のほか、県及

び県内の８市７町が特定地方公共団体の指

定を受けた。また、法の適用を受ける施設

として新たに少年自然の家、婦人教育会館、

視聴覚センター、柔剣道場等への拡充が図

られた。更に、自治省の省令改正により、

激甚災害法に基づく国庫補助の地方公共団

体の負担分についても、単独災害復旧蛎業

価及び従来学校のみとなっていた補助災害

復旧邪業値の社会教育関係施設にも拡充が

図られた。

国の災害対簸としての平成６年度補正予

算の編成を受けて、各関係市町に対する国

庫補助金の申誠事務担当者鋭明会が、２月

16日文部省の出席を得て三田市民会館にお

いて開催され、３月６日計画書の提出、同

１３日より17日まで計画書に基づき現地調査

が実施された。３月20日以降に袖助金の内

定通知、交付申諭書の提出、交付決定通知

等の躯務を行った。４月に入り、実績報告

書の提出を受け額の確定、梢算班務を行っ

た。

平成７年庇においては、４月11日に計画

書の提出を受け、同17日より５月12日まで

計画密に基づく現地調査が行われた。６月

７日補助金の内定通知があり、７月４日交

付申諭書を提出した。

私立博物館については、平成７年８月２８

日に私立博物館災智F復旧事業補助金交付要

綱が制定され、財団法人阪神・淡路大謹災

復興基金による支援が行われることになっ

た。これに関する申諭事務説明会を、９月

18日に申請蛎務の窓口となる各関係市町に

対して行い、１０月13日には各関係市教委及

び対象施設に対して行った。

（社会体育施設）

県立施設のうち文化体育館（神戸市）は、

半壊したスポーツ館を取り壊して新築復旧

するとともに、アリーナ等に大きな損傷を

受けた本館を補修復旧することとしている。

海洋体育館（芦屋市）は、４月から業務

を再開しているが、５月下旬から実施され

ている護岸の復旧工事に加え、隆起、陥没

した艇置場、陸揚げスロープ等の本格復旧

工事を実施することとしている。

総合体育館（西宮市）は、建物の被害が

ほとんどなかったので、営業にはほとんど

支障がなかったが、駐車鳩近辺に液状化現

象、通路等に隆起、亀裂が発生したので復

旧工ﾘを実施した。

弓道場（明石市）は、本館屋根瓦の損傷、

あづちの一部崩壊など大きな被害を受けた

が、平成６年度中に復旧工事を終え、４月

から営業を再開している。

市町立施設では86施設に被害があったが、

うち56施設が激甚法に規定する市町の施設

であり、そのうち27施設（7市2町）が文部省

袖助を受けて復旧することとしている。これ

以外の施設についても他省庁の補助を受け

るなどして早期に復旧することとしている。

（文化財）

今回の阪神・淡路大露災では、国・県・

市町指定文化財をはじめ多数の貴亜な文化

財が一瞬の内に倒壊、損傷した。このため、

指定文化財の被害状況を早急に把握し、

偲々の文化財について、復原・修理等の基

本的な復興計画を作成することと被災した

文化財等を緊急に保全し、損壊建物の撤去

等に伴う貴重な文化財等の廃棄・散逸を防

止することに努めた。

具体的には、阪神・淡路大鍵災直後の交

通の途絶した１月19日から調査を始め、被

災市町教育委員会への問い合わせ、文化庁

担当官（建造物課・美術工芸課・伝統文化

課・記念物課）及び近畿２府３県の専門職

員の協力を得て、市町の職員と共に国・県

指定文化財等（建造物・美術工芸品・有形

民俗文化財・史跡名勝天然記念物・亜要伝

統的建造物群保存地区)･について被害状況

調査を実施した。

調査の結果、国指定文化財は指定物件546

件の内45件、県指定文化財は717件（内指定

解除３件を含む）の内54件を数えた。

被害は建造物に多く、神戸市においては

太山寺を始めとする中世からの社寺建築物

群、酒処として世界に知られる「灘五郷」

の酒蔵群、慶応３年の神戸開港とともに新

しく建設された神戸居留地の姿を残してい

た「旧神戸居留地十五番館｣、異人館の並ぶ

亜要伝統的建造物群保存地区の「神戸市北

野町山本通｣、大正時代から昭和初期にかけ

ての神戸・阪神間の近代住宅群等特色ある

文化財が被害を受けた。

このほか、地域の歴史とともに生き、住

民に支えられてきた社寺建築・近代建築や

石造文化財等も多数守られてきていたが、

今回の地震でその多くが被害を生じ、歴史

的な景観が一変したところも少なくない。

３月10日、兵庫県文化財保謹審識会にお

いて「文化財の早急な復旧を図るため、現

在の指定文化財に対する補助制度について、

予算確保に努めることはもとより、所有者

負担の一層の軽減を図るため、補助率のか

さ上げや新たな支援の仕組みについて検討

していただきたい。その際、未指定文化財

に対しても、何らかの配慮が図られないか、

検討を求めたい」旨の緊急提言があった。

平成７年度に入ると、被災を受けた国・

県指定文化財の復旧を進めるにあたり、９

年度までの３か年計画を原則として行うこ

ととし、旧神戸居留地十五番館など国指定

文化財等27件、重要伝統的建造物群保存地

区１件（32棟）の計28件と六甲八幡神社な

ど県指定文化財等22件の復旧事業を実施す

ることとした。ただし、璽要伝統的建造物

群保存地区内の、個人住宅の修復は、平成

６年度より国庫補助躯業により緊急対応し、

同８年度終了を目指して進めている。

また、文化財所有者の負担を軽減する趣

旨から、災害復旧に係る国庫補助のかさ上

げ、あるいは「阪神・淡路大震災復興基金」

や運輸省の管轄するモーターボート収益金

による助成、民間資金として文化財保謹振
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輿財団による助成を得て文化財の災害復旧

を行っている。

助成措磁の方莱としては、まず交付税等

による復興基金により、早急な復旧支援の

ため、個人・法人所有者の負担軽減措瞳と

して国・県・市町指定文化財災害復旧事業

の所有者負担額の１／２を助成する予算措髄

を行った。また、未指定文化財の内、建築

学会が鯛査した景観形成建築物及び同候補

物件、並びに市町指定文化財候補物件につ

いても、歴史的建造物所有者の復旧意識の

啓発を図るとともに、負担軽減措置として

270件余の助成の予算措瞳を行った。更に、

文化財保護振興財団の協力により、修理費

の募金活動を行い、文化財保謹意識の啓発

に伴う国民的支援の醸成を図るとともに、

行政対応の困難な対象への補完的助成につ

いて協織している。

加えて、璽災により解体する運びとなっ

た未指定文化財である旧三原郡役所の保存

にも努め、将来開校する「海の自然学校」

への移築について検討している。

（４）授業再開に向けた取組(授梁再開方法）

（県立高等学校）

分校方式、近隣高校での混合授業方式、

暫定的転校方式、昼間２部授業、時差通学、

春季休業期間等の集中授業、自宅で課題学

習等を検討し実施した。

（公立小・中学校）

単独開校が困難な学校については、臨時

校舎方式、近隣校の合併方式、近隣校への

分散方式、臨時通学区域方式等の方法を組

み合わせ、昼間２部授業、時差通学等を検

討し実施した。

（県立盲・聾・養護学校）

登校可能な児童生徒に対する一部授業、

公民館や福祉施設等での分散授業、スクー

ルバスの運行コース変更、弁当持参での短

縮授業等を検討し実施した。

（５）教育の復興に向けた取組

ア防災教育検肘委員会の設湿

平成７年３月８日、阪神・淡路大霞災に

おける教育活動の記録と検証を通して、そ

の課題を明らかにするとともに、新たな防

災教育の指導内容・指導方法を確立するた

め、被災地の公立学校15校（小学校６校、

中学校６校、高等学校２校、盲学校１校）

を防災教育協力校に指定し、同日寸第１回

協力校会譲を開催した。

また、３月17日・22日・23日に協力校等を

対象に防災教育座談会を開催するとともに、

３月24日～30日には、兵庫教育大学の徳山

明教授の指導の下、同大学院生等による協

力校への聞き取り調査も実施した。

４月25日、河合隼雄氏（国際日本文化研

究センター所長）をはじめとする11名の学

識経験者からなる防災教育検討委員会を設

置し、漉災の投げかけた課題を、

①災害時における学校が果たす役割と防

災機能の強化に関すること

②学校における防災教育の在り方に関す
ること

、児童生徒の心のケアに関すること

に整理、協力校を中心に３部会に分けて検

討を進めることに決定した。

７月12日の第２回防災教育検討委員会で

は、協力校における教育活動の取組事例を

まとめた「中間報告宙」が部会別に提出さ

れ、そこから課題と問題点を抽出し、「防災

教育の課題（中間まとめ案)」を作成、これ

に基づいて協議を行った。この結果を受け

て、各部会は報告の見直しと課題の協議を

行い、「部会報告笹」として、検討委員会に

提出。これらの報告などをもとに、１０月１７

日に開俄された第３回防災教育検討委員会

において提言がまとめられ、河合委員長か

ら県教育委員会に提出された。

｢兵庫の教育の復興に向けて(提言１１の項目

１災害時における学校が果たす役割と

防災機能の強化

①学校施設の防災機能の充実

②災害時における学校の果たす役割

③学校教育機能の回復

２学校における防災教育の充実

①防災体制の整備・充実

②新たな防災教育の推進

③震災体験を生かした教育の推進

④ボランティア教育の推進

３心の健康管理

①心のケアの充実

②専門機関との連挽システムの確立

③指導力・実践力の向上

④家庭・地域社会との連挽の強化

イ記録典等の作成

この度の大地震では、教育の場において

も多くのかけがえのない児派生徒や教職員

が織牲となっただけでなく、教育施設にも

甚大な被害を受けた。しかしながら、そう

した中にあっても被災地の多くの学校が避

難住民の身の安全と生活の拠り所として大

きな役割を担った。その中で校長をはじめ

教職員が学校再開に向けてどう取り組んだ

か、また児童生徒はどう受けとめたか等、

兵叩の教育の復興への記録を後世に伝える

とともに、新たな防災教育への提言を全図

に発信するため、記録集「霞災を生きて一

大璽災から立ち上がる兵庫の教育一」を平

成８年１月17日に発行する。

また、防災教育協力校の協力を得ながら、

児童生徒の安全を確保するための教師用の

防災教育手引宙を作成し、県下の公立学校

に配付する。

ウフェニックス・ライブラリーの開股

県立図宙館では、従来から兵庫県に関す

る図密等刊行物については「郷土資料」と

して槙極的に収集・保存を行ってさたが、

特に今回の漉災が阪神・淡路を中心とした

未曾有の大災害であったことから、震災に

関する図密・雑誌はもちろんのこと各種チ

ラシ・パンフレットを含むすべての刊行物

を収集対象として貿重な記録の保存に努め

るとともに、広く県民の利用に供していく

こととした。このため各種メディアを活用

し、市町、学校、企業の外各種団体やボラ

ンティアグループ等へ漣災資料提供の呼び

かけを行ってきた。その結果、関係図智・

雑誌の外、ミニコミ誌、パンフレットやチ

ラシの提供があいついでおり、こうして提

供された資料については、県ウ図狸館の郷

土資料室内に、１１月30日開設した霞災図智

コーナー（｢フェニックス・ライブラリー｣）

において公開展示しており、関係者の注目

をあびている。

エ埋蔵文化財の緊急塑査

阪神・淡路大謹災による埋蔵文化財の直

接的な被害は、周知の遇跡内の悉皆的踏査

によっては確誕されなかったが、復旧・復

興に伴う掘削躯業による過跡の掴壊が予測

された。

このため、周知の週跡内の倒壊家屋等が

復興される際に、発掘調査を要すると想定

される234haを基礎資料として対応策をたて

ることとした。

そのうち、ライフラインの復旧や仮設住

宅の建設、あるいは倒壊建物等の瓦喋撤去

のための工事については、すでに発掘調査

を終えた場合が多く、また未調査であって

も損壊は最小限に止まると予測されること

から、当分の間（平成７年５月末日までに

着工するもの)、発掘通知及び届けを要しな

いこととした。（平成７年２月23日庁保記

第１“号文化庁次長通知）

さらに、復旧事業に伴う埋蔵文化財の取

扱いについても、早急な復興が急務である

との認識を基本とする原則を踏まえつつ、

被災地の実情に合わせて、適切な措置を執

ることとなった。（平成７年３月29日庁保

記第１“号文化庁次長通知）

県教育委員会は、上記の文化庁通知を受

けて、埋蔵文化財の具体的な取扱いを定め

るとともに（平成７年４月28日教社文第

191号兵庫県教育長通知)、その円滑な推

進には、発掘調査に従事する調査員及び発

掘調査経費の確保が不可欠と判断されたこ

とから、関係方面と協議を行った。

調査員の確保については、文化庁及び近

畿圏文化財担当部局に支援要謂を行うとと

もに、全国知事会及び災害対策本部を通じ

て、全国都道府県埋蔵文化財専門職員の派

逓要誠を行った。その結果、平成７年４月

１日に25名、１０月１日に10名の支援を受けた。

また、発掘調査経費の確保については、

予測される発掘調査に要する経費のうち、

すべての確認調査経費、被災した個人の住

宅（従前から国廊補助対象)、被災住民に住

宅を供給する民間事業等が国庫補助事業

(国ｌ／２、県ｌ／４、市町ｌ／４）として

対応できることとなった。

発掘調査の実施は、被災地域に隣接して

建設される「復興住宅」（三田市北摂ニュー

タウン内住宅都市整備公団事業等）に伴う

発掘調査から開始されている。また、市町

担当の発掘調査事業への支援については、

神戸市（須磨区大田町辿跡等)、伊丹市（伊

丹郷町・有岡城遺跡)、尼崎市（道ノ下遺跡)、

西宮市（高畑遺跡)、芦屋市（打出岸造遺跡

等)、川西市（加茂週跡）などで行っている。


